（様式１）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	





参 加 意 向 申 出 書


次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。

件名：AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託






	連絡担当者
	

	所属
	

	氏名
	

	電話
	

	E-mail
	



（別紙１）
　令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	



誓　約　書

　
下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。


記


１  横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者ではなく、また、同条第２項の規定により定めた資格を有します。
２  令和７・８年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）において、種目「316：コンピュータ業務」、細目「A：ソフトウエア開発・改修」を登録しています。
３  参加意向申出書の提出期限から受託者候補者の特定の日までの期間、指名停止等措置要綱（最近改正令和３年４月１日）に基づく指名停止を受けません。
４　上記名簿について登録申請中の場合は、受託候補者を特定する期日までに登録を完了させます。
５　過去３年以内（令和４年度以降）に、国又は地方自治体において、生成AI・RPA・ノーコードツール等を活用した業務改善支援、又はAI・DX活用推進施策の検討に係る業務を受託した実績を有しており、当該業務はいずれも参加意向申出書の提出時点で完了しています。
６　本プロポーザルへの参加から契約締結および契約履行に至る一連の手続において、虚偽の申請、虚偽の申告その他不正な行為を一切行いません。
７　AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託の完了まで業務を履行できます。


以上

（別紙２）

令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	




委 託 業 務 経 歴 書


　業務名：AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託
　
国又は地方公共団体の生成AI・RPA・ノーコードツール等を活用した業務改善支援、又はAI・DX活用推進施策の検討に係る業務（当該業務について参加意向申出書提出時点で完了しているものに限る）について、次のとおり委託業務経歴があります。 


	注文者
	受注区分
	件名
	業　務　内　容
	契約金額
（千円）
	履　　行
期　　間

	
	· 元請
· 下請
	
	
	
	から
まで

	
	□　元請
□　下請
	
	
	
	から
まで

	
	□　元請
□　下請
	
	
	
	から
まで


注：実績を確認できるように契約書（業務件名と契約実態が確認できる部分のみ）及び仕様書（業務内容が確認できる部分のみ）等を添付してください。

（別紙３）

令和　年　月　日

横浜市契約事務受任者


所在地

法人の名称

代表者職名


一般競争入札参加有資格者名簿への登載見込みについて


　当法人の、横浜市の一般競争入札参加有資格者名簿への登載見込みについては次のとおりです。

（要領-１）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	




質	問	書


件名：AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託

	質　問　事　項

	


注：質問がない場合は質問書の提出は不要です。

	連絡担当者
	

	所属
	

	氏名
	

	電話
	

	E-mail
	



（様式５）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	




提	案	書

次の件について、提案書を提出します。 

件名：AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託










	連絡担当者
	

	所属
	

	氏名
	

	電話
	

	E-mail
	



（要領-８）
令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	




提案書の開示に係る意向申出書



プロポーザル方式の実施に係る提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。


件名：AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託



　　　　　　　　　　　１．提案書の開示を承諾します。
上記の件について、
　　　　　　　　　　　　　　　２．提案書の非開示を希望します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　理由：




※本申出書は提案書の内容を非開示とすることを確約するものではありません。「横浜市の保有する情報の公開に関する条例」等関連規定に基づき、公開が妥当と判断される部分については開示する場合があります。




	連絡担当者
	

	所属
	

	氏名
	

	電話
	

	E-mail
	



(別紙４)
参 考 見 積 書

令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	




　本業務の参考見積金額は次のとおりです。

	１　件　名
	AIイノベーションユースケース創出・実装支援業務委託




	[bookmark: _Hlk221643823]
２　金　額
	

	

	

	億

	千

	百

	十

	万

	千

	百

	十

	円






注１：見積金額の欄は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載すること。
注２：金額の頭に￥をつけること。

（別紙４-２）
                                    内    訳    書

	名　　　　　　称
	数量
	単位
	単　価
(円)
	金  額
(円)
	摘    要

	（記載例）
AIイノベーションチーム事務局支援
	
〇
	
人
	
○○
	
○○
	

	AIイノベーションチーム事務局支援
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	リーディングプロジェクト（案件）導入計画等作成支援業務
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ユースケース創出
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	実装支援・人材育成提案
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注１：単価及び金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記載してください。
注２：業務説明資料３(1)～(4)の各業務について、積算内訳を記入してください。
注３：積算内訳の詳細を摘要欄に記入するか、又は行を追加して記入してください。（可能な範囲で記入してください。）

（別紙５）

企業としての取組に関する申告書
	
	該当しているものに〇をつけてください

	ワーク・ライフ・バランスに関する取組
	次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定している
	

	
	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画を策定している
	

	
	次のいずれかを取得している
1.次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク）を取得している
2.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定を取得している
3.よこはまグッドバランス企業認定を取得している
	




※１～３のうち、該当している番号も記入してください。

	
	青少年の雇用の促進等に関する法律に基づくユースエール認定を取得している
	

	障害者雇用に関する取組
	障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.5％を達成している（従業員 40.0人以上）、又は障害者を１人以上雇用している（従業員40.0人未満）
	

	健康経営に関 する取組
	次のいずれかを取得している
1.健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得
2.横浜健康経営認証のクラスAAA若しくはクラスAAの認証
	※１・２のうち、該当している番号も記入してください。


該当がある項目については、それを証明する書類も合わせて提出してください。
